経過

委員会では、まず、「制度骨格に係る論点等に関する選択肢の整理（ワーキンググループ報告）」について、今野座長より「この間、ＷＧでの議論をふまえて報告してきたが、ＷＧが終了したところ」と説明があり、事務局より詳細の報告を受けた。
審議の中で労働側委員は、以下などの発言をした。なお、使用者側委員等からの発言はなかった。

●補論：具体的な勤務条件（C区分）の法定事項・協約事項への当てはめ基準について（P9～）
・P11の【案に関する考察】では、A案の「国民に対する行政サービスに直接関わる事項は①（法定事項であって協約事項ではないもの）に該当する」が妥当とした上で、「どういう事項が該当するかは検討が必要」としているが、スト権の付与に関してのものであればまだしも、これは何を意味するのか。極めて重要な勤務条件である勤務時間について交渉できないことはあり得ず、①とすべきとの意見には反対だ。
・その他、①に該当するものは具体的に見当たらないので、B案とすべき。

●1　協約締結権を付与する職員の範囲について（P22～）
・まずは現に団結権を有している職員に協約締結権を付与することを基本とすべき。
・国公法108条の2第3項の3項目目を採用し、指定職を中心に除外することについては反対しない。しかし、抽象的で精査の必要があると同時に、指定職等について、現に有する団結権を禁止する措置は必要ない。
・P23の囲みについて、組合員の範囲は、結社の自由の原則を踏まえれば、組合自らが決定すべきであり、組合に加入できない「使用者側に立つ職員」については、Ｂ案とすべき。

●2　交渉事項の範囲について（P26～）
・前提として、自律的労使関係を構築するためには、交渉や協議事項の範囲は広く捉えられる必要がある。したがって、協約締結には至らないまでも、労使間のコミュニケーションの円滑化という観点からは、これまでのような硬直的な管理運営事項の捉え方は改めるべきであり、同時に、団体交渉禁止事項の拡大には反対する。
・P29表５については、協議ができる事項であって、その上で応諾義務があるとする「Ｅ」の区分には、勤務条件に大きく影響することになる予算、組織、職員の定員等が該当する。これらについて、制度として使用者側が協議に応じないとなれば、現場は混乱する。したがって、「協約は予定されていないが、応諾義務のある協議事項」を明確に位置づけるべきである。なお、応諾を禁止する「Ｄ」区分については、使用者側が権限を有していない事項であるのだから、交渉や協議に応じなければよいのであり、とくに設ける必要はない。
・P34【選択肢に関する考察】のうち、（エ）については、勤務条件に関連するものであっても協約締結ができる事項とできない事項があるという考え方はありうるものと理解するが、その区分については慎重な検討が必要である。とくに、「２」の意見の「客観的かつ科学的に決める」と言うのは幻想にすぎない。結局は使用者の判断であり、使用者側によって差別的または恣意的に運用されるおそれは消えるものではない。したがって、基準や具体的適用は、個別具体的な人事権の行使に該当しない限り、協約締結ができるものとすべきである。
・P41分類への当てはめは、事項の性質に応じて慎重に行うべき。その上で、たとえばＣⅣについては「使用者の専管事項であり交渉・協議の対象ではない」との意見が記載されているが、個人への適用であるならばともかく、運用の手続きは勤務条件に影響を与える事項であり、使用者の専管事項とは言えない。
・P44(4)団体的労使関係の運営に関する事項については、民間や特定独法等と同様に、交渉ルールや便宜供与等については、協約を結べるものとすべきである。また、労使交渉の実効性を確保するため、組合側の権利や使用者側の誠実交渉義務、あっせん、調停、仲裁の基本に関わる事項については、法定する必要があるが、その具体的手続については、協約事項とすることが適当と考える。
・P45(5)協約締結できない事項と管理運営事項との関係については、（エ）は公務員制度の本質に関する事項とされているが、具体的に何が該当するか不明であり、ここで持ち出す意味はない。協約締結ができない理念・原則については、「Ⅱ　制度骨格に係る論点」の「２　勤務条件に関する国会の法律による関与」におけるＡ区分としての整理で足りる。なお、P45の囲みの下に、勤務条件が影響を受けるものは交渉対象事項と書かれているとおりであることをあらためて強調させていただく。
・P47（６）Ａ～Ｅの規定のあり方について、②(ⅰ)の「選択肢と案」については、この案の書き方では、アとイのどちらが交渉事項の範囲が広いのか、非常に分かりにくい。特労法8条は、その4号で、「前3号に掲げるもののほか､労働条件に関する事項」としているのであり、ア案は、「現行の特労法8条と同様に」「交渉事項の内容を法律に明確に規定する」とすべき。

●4　使用者機関のあり方について（P63～）
・国家公務員の勤務条件決定のみならず人事管理全般について、決定できる体制と責任を持つ権限ある機関を整備する必要があることから、人事行政機能について一元化することを基本とする制度設計が必要である。使用者機関の整備に伴い、当然に人事院のうち、労働基本権制約の代償機能は廃止されるべきである。

●６　労使関係の透明性の向上について（P70～）
・透明性確保は、労使双方が国民に対する説明責任を果たすことを基本として、労使自治の原則に基づいて決定されるべきであり、いずれを公開・公表対象とするかは労使の合意によって進めればよい。

●７　協約締結権を付与されない職員の勤務条件の決定方法について（P74～）
・勤務条件の決定方式が第三者機関の勧告による決定から、労使交渉による決定に大きく変わることが前提であることを基本として検討することが重要。
・したがって、そもそも三権を付与されていない職員の勤務条件の決定方法については、協約の内容を踏まえるとともに当該職員代表の意見を聞いて、当局が規程で決定すればよい（A案）。使用者責任を原則とし、第三者機関のチェック措置は必要ない。
・なお、現在団結権が制約されている職員のうち、刑事施設職員及び消防職員については、直ちに団結権、団体交渉権を付与すべき。

●Ⅳ　勤務条件決定に係る論点以外の論点」のうち、２　苦情処理システムについて（P83～）
・「第三者機関による苦情処理」を存置することを前提に、あらたに当事者による任意の苦情処理が望ましいとしているが、協約締結権が付与されず、使用者の権限も制約されている下における現状の苦情処理の仕組みを前提とした検討を行うことは、労使が責任ある当事者になる条件の下では適当ではない。苦情処理は、労働協約の適用を中心とする勤務条件決定に係る職員の苦情を処理することが基本であり、Ａ案のように苦情処理共同調整会議に準じた仕組みを設けるべき。

　続いて、ワーキンググループにおける議論をふまえ、協約締結件を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用について、今野座長は「WGの議論としても難しいものがあったが、コストなど多様な選択肢のうち、どれが重要な影響を及ぼすことになるかについてまとめた」とし、事務局より報告を受けた後、以下の通り発言があった。
＜労働側委員＞
・基本法12条の趣旨は、自律的労使関係制度を措置することにあり、「便益・費用」の検討は、あくまで国民の理解を得るための参考である。費用が少ない方がいいという観点が重視され、自律的労使関係が制限されたり、ゆがめられることになれば本末転倒。あくまで参考として限定的に考えるべき。
・便益を定量化することはおよそ不可能。他方、費用についても制度設計に大きく左右されるものであり、また、具体的な制度設計が行われていない現段階で、無理に数値等を公表しない今回の報告は、妥当な判断と捉える。
＜使用者側委員＞
・便益及び費用は、運用によって大きな違いが出てくるもの。また、各自治体によって、労使関係の実態も異なる。参考指標の有無にもよるが、自治体によっては労使の折り合いがつかない事態も想定されるとともに、協約をふまえて出した条例の改正案が議会によって否決されることも想定できる。
・自治体によっては労務担当を組織に位置づけるなど、人員の増強も必要になる。便益や費用だけではなく、円滑な運用のための制度設計が必要であり、慎重な対応を求めたい。制度の全体像が決まったら、地方にもヒアリングをしてもらいたい。

　最後に、次回以降の検討委員会としての報告書のまとめ方について、以下のとおりの提案があり、了承された。
＜座長＞
・選択肢の整理については、これまでのご意見も併せて見ると、各項目について、概ね、「労使合意をより重視する立場」「国会の関与をより重視する立場」「その中間的」などの意見が出されたと思う。ついては、私の方で、ワーキンググループ報告の項目ごとに、それぞれの立場からのご意見を踏まえた案を幅広く整理した資料を作成し、それを次回委員会でお示しした上で、報告書の取りまとめに向けたご議論をいただきたいと考えている。
・また、本日ご議論いただいた２つのワーキンググループ報告を踏まえ、委員会としての報告書の全体構成・目次についても、本日のご意見を踏まえつつ、私の方で試案を作成し、それを次回委員会でお示しした上で、ご議論いただきたいと考えている。


以上

